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ウ 路上（野宿）生活までのいきさつ
路上（野宿）生活の直前の職業については、建設業関係の仕事が45•9％、製造業関係の仕

事が14•6％を占めており、雇用形態は、「常勤職員・従業員（正社員）」（以下「常勤職」とい
う。）が42•0％と大きな割合を占め、「日雇」が25•5％、「臨時・パート・アルバイト」が23•8％
となっている。また、路上（野宿）生活に至った理由としては、「仕事が減った」が34•1％、「倒
産・失業」が28•4％、「病気・けが・高齢で仕事ができなくなった」が20•4％となっている。
若年層（45歳未満の者をいう。以下同じ。）についてこれらの状況をみると、路上（野宿）
生活の直前の雇用形態は、常勤職が他の年齢層と比べて少なくなっており、35歳未満の層で
は常勤職が23•5％となっている。最も長く就業していた業種も、サービス業が最も多く47•1

％となっており、建設業や製造業の常勤職又は「日雇」の多い高齢層とは異なる状況が認め
られる。また、路上（野宿）生活に至った理由としては、「人間関係がうまくいかなくて、仕
事を辞めた」が35•3％、「労働環境が劣悪なため、仕事を辞めた」が17•6％、「借金取立により
家を出た」が11•8％、「家庭内のいざこざ」が17•6％となっており、労働環境の変化や借金、
家庭内の人間関係等の多様な問題が重なり合っていることが特徴としてあげられる。
エ 健康状態

現在の健康状態については、「悪い」と答えた者が26•2％であり、このうち治療等を受けて
いない者が64•3％となっている。なお、「２週間以上、毎日のように落ち込んでいた時期があっ
た」と回答した者は6•9％となっており、うつ病等の精神疾患を有すると考えられる層も一
定程度みられた。
オ 福祉制度等の利用状況

Ê 福祉制度の利用状況については、巡回相談員に会ったことがある者は78•4％であり、こ
のうち相談をしたことがある者は38•2％となっている。
また、緊急的な一時宿泊所であるホームレス緊急一時宿泊施設（以下「シェルター」と
いう。）を知っている者は65•3％であり、このうち利用したことがある者は17•6％となって
いる。また、ホームレス自立支援施設（以下「自立支援センター」という。）を知っている
者は64•4％であり、このうち利用したことがある者は10•1％となっている。
シェルター及び自立支援センターの利用者の状況については、若年層が44•0％、利用前

の路上（野宿）生活期間では１ヶ月未満の者が61•1％を占めており、高齢層における路上
（野宿）生活者が長期化しているのに対して、これらの施設利用者は、若年層や路上（野
宿）生活期間が短い者が多くなっている。
また、自立支援センターの退所理由については、就労退所が26•9％（「会社の寮・住み込

み等による就労退所」が8•2％、「アパートを確保しての就労退所」が18•7％）を占めるが、
このうち「アパートを確保しての就労退所」している者を年齢階層別でみると、若年層が
全体の28•0％を占めている。
さらに、就労退所した後に再び路上（野宿）生活に戻った者については、「病気やけが等
による解雇」、「周囲とのトラブルや仕事になじめない」、「アパートの家賃の滞納」、「人間関
係」等多面的な要因により路上に戻っている。

Ë 民間支援団体による支援の利用経験については、「炊きだし」が最も多く53•2％を占め、
次いで「衣類、日用品等の提供」が34•2％となっており、その情報入手経路は、「口コミ」
が最も多く40•5％となっている。

カ 今後希望する生活について
今後希望する生活としては、「今のままでいい（路上（野宿）生活）」という者が最も多く

30•5％となっており、次いで「アパートに住み、就職して自活したい」という者が26•2％、「ア
パートで福祉の支援を受けながら、軽い仕事をみつけたい」が11•9％となっている。なお、
年齢層が高いほど「今のままでいい」という回答が多く65歳以上の者では37•0％となってい
る。

キ 生活歴

家族との連絡状況については、家族・親族がいる者は74•7％を占めているものの、このう

ち、この１年間に家族・親族との連絡が途絶えている者が77•8％となっている。また、公的

年金の保険料を納付していたことがある者は69•9％であり、金融機関等に借金がある者は

16•0％であった。

ク 行政や民間団体への要望及び意見

行政や民間団体への要望及び意見としては、仕事関連が19•2％と最も多く、次いで住居関

連が18•5％となっている。

２ ホームレス対策の現状

ホームレス対策については、求人開拓、職業訓練、保健所等による健康相談及び訪問指導並び

に生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護等の一般対策を実施している。このほか、特

にホームレスを対象とした施策として、就労の観点からは、一定期間試行的に民間企業において

雇用するトライアル雇用事業、地方公共団体や民間団体等から構成される協議会を活用して就業

の機会の確保を図るホームレス等就業支援事業、技能の習得や資格の取得等を目的とした日雇労

働者等技能講習事業を実施している。また、福祉の観点からは、巡回相談等を行うホームレス総

合相談推進事業、宿所及び食事の提供や職業相談等を行うホームレス自立支援事業、緊急一時的

な宿泊場所を提供するホームレス緊急一時宿泊事業を実施し、これらの雇用、保健医療、福祉及

び住宅等の各分野にわたる施策を総合的に推進しているところである。

なお、平成20年７月に策定された「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」（厚生労働省・

国土交通省告示第１号）の策定以降、特に同年に起こったいわゆるリーマンショックの影響等に

対応するため、ホームレス緊急一時宿泊事業については宿泊施設や民間賃貸住宅等の借上げによ

る設置形態を可能にする等、各事業について所要の拡充を図ってきたところである。

第３ ホームレス対策の推進方策

１ 基本的な考え方

\ 最近のホームレスに関する傾向・動向

ホームレスとなるに至った要因としては、倒産・失業等の仕事に起因するものや、病気やけ

が、人間関係、家庭内の問題等様々なものが複合的に重なり合っており、また、年齢層によっ

てもその傾向は異なっている。この点、平成24年生活実態調査においては、ホームレスの高齢

化や路上（野宿）生活の長期化の傾向が一層顕著となるとともに、平成19年生活実態調査と同

様に路上（野宿）生活を脱却した後、再び路上（野宿）生活に戻ってしまうホームレスの存在

や、若年層については屋根のある場所との行き来の中で、路上（野宿）生活の期間が短期間に

なりやすいといった傾向が確認されたところである。

] 総合的なホームレス施策の推進

このようなホームレスの実態を十分に踏まえるとともに、今日の産業構造や雇用環境等の社

会情勢の変化を捉えながら、総合的かつきめ細かなホームレス対策を講ずる必要がある。

特に、ホームレス対策は、ホームレスが自らの意思で安定した生活を営めるように支援する

ことが基本である。このためには、就業の機会が確保されることが最も重要であり、併せて、

安定した居住の場所が確保されることが必要である。その他、保健医療の確保、生活に関する

相談及び指導等の総合的な自立支援施策を講ずる必要がある。なお、路上（野宿）生活を前提

とした支援については、恒常的に実施するものではなく、あくまで緊急的かつ過渡的な施策と

して位置付ける必要がある。š
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